
別表２ 
手当支給基準 

 
 
名	 称	 扶養手当 
根	 拠	 第９条 
支給の始期	 月の途中で申請のあった場合は、その日の属する月の翌月 

支	 給	 対	 象 支	 給	 基	 準 
配	 偶	 者 ３，０００円 
（１）１８歳未満の子 ８，０００円 
（２）１８歳未満の弟妹 ８，０００円 
（３）６０歳以上の父母 ３，０００円 
（４）心身障害者 ３，０００円 
 
 
 

支給対象者については、３人まで支給基準額を、その他のものについ

ては１，５００円を支給する。最高６人まで支給し、７人目からは支

給しない。 
 
 
 



名	 称	 住宅手当 
根	 拠	 第 10条 
支給の始期	 月の途中で申請のあった場合は、その日の属する月の翌月 

支	 給	 対	 象 支	 給	 基	 準 
 
住宅を借り受けて家賃を支

払っている職員 

 
家賃・間代が月額 30,000円未満の場合は、10,000円、月額 30,000
円以上の家賃を支払っている場合は、30,000 円を控除した額の 2
分の１（その額は 10,000円を限度とする）に 10,000円を加算した
額（最高限度額 20,000円） 

 
 
自己の所有に係る住宅に居

住する職員で世帯主である

もの 
 

 
1,000円	 新築又は購入した日から起算して 5年を経過するまでの 

期間は 2,000円 

 
 



名	 称	 通勤手当 
根	 拠	 第 11条 
支給の始期	 月の途中で申請のあった場合は、その日の属する月の翌月 

支	 給	 対	 象 支	 給	 基	 準 
交通機関（電車・バス等）を

利用する職員（片道２㎞以上） 

電車又はバスを利用する場合、１ヶ月の定期券を購入するに要する額

とし、月額 18,000円を最高限度額とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
交通用具を利用する職員 
（片道 2㎞以上） 

交通用具利用者 

 
通勤距離 

交通用具 
自動車又は原動機

付の交通用具 
自	 転	 車 

２㎞以上４ｋｍ未満 月額	 2,500円  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
片道 2㎞以上 
2,000円 

４㎞以上６ｋｍ未満 	 	 	 3,600円 
６㎞以上８ｋｍ未満 	 	 	 4,600円 
８㎞以上 10ｋｍ未満 	 	 	 5,700円 
10㎞以上 12ｋｍ未満 	 	 	 6,700円 
12㎞以上 14ｋｍ未満 	 	 	 7,800円 
14㎞以上 16ｋｍ未満 	 	 	 8,800円 
16㎞以上 18ｋｍ未満 	 	 	 9,800円 
18㎞以上 20ｋｍ未満 	 	  10,900円 
20㎞以上 22ｋｍ未満 	 	  11,900円 
22㎞以上 24ｋｍ未満 	  	 13,000円 
24㎞以上 26ｋｍ未満 	  	 14,000円 
26㎞以上 28ｋｍ未満 	  	 15,100円 
28㎞以上 30ｋｍ未満 	  	 16,100円 
30㎞以上 32ｋｍ未満 	  	 17,200円 
32㎞以上 34ｋｍ未満 	  	 18,200円 
34㎞以上 36ｋｍ未満 	 	  19,300円 
36㎞以上 38ｋｍ未満 	 	 20,300円 
38㎞以上 40ｋｍ未満 	  	 21,300円 
40㎞以上 42ｋｍ未満 	  	 22,400円 
42㎞以上 44ｋｍ未満 	 	 23,400円 
44㎞以上 46ｋｍ未満 	  	 24,500円 
46㎞以上 48ｋｍ未満 	  	 25,500円 
48㎞以上 50ｋｍ未満 	 	 26,600円 
50㎞以上 52ｋｍ未満 	 	 27,600円 
52㎞以上 54ｋｍ未満 	  	 28,700円 
54㎞以上 56ｋｍ未満 	  	 29,700円 
56㎞以上 58ｋｍ未満 	  	 30,800円 
58㎞以上 60ｋｍ未満 	 	 31,800円 
60㎞以上 	  	 32,900円 



名	 称	 超過勤務手当及び休日勤務手当 
根	 拠	 第 12条・第 13条 
支給日	 翌月の 25日 

支	 給	 基	 準 
 
第 12条により算出した勤務 1時間当り給与額×１２５／１００ 
時間外勤務が深夜に及んだ場合は１５０／１００ 
その月の合計時間が 1時間に満たないときは、30分以上は 1時間とし 30分未満は切り捨てる 
 
 
 
 



名	 称	 期末、勤勉手当 
根	 拠	 第 14条 
期末手当及び勤勉手当 
支	 給	 日 支	 給	 対	 象 支	 給	 基	 準 

 
6月 30日 
12月 10日 
 

 
6月 1日在職者 
12月 1日在職者 

（期末手当） 
基本給、扶養手当、月額合計×１５５／１００ 
基本給、扶養手当、月額合計×１７０／１００ 
（勤勉手当） 
基本給、扶養手当、月額の合計×７０／１００ 
基本給、扶養手当、月額の合計×７０／１００ 
 

 
上記を基準にして次の支給割合を乗じた額 

基準日前 6ヶ月以内の勤務期間 支	 給	 割	 合 
 
６ヶ月 
５ヶ月 15日以上	 ～６ヶ月未満 
５ヶ月以上	 	 	 ～５ヶ月 15日未満 
４ヶ月 15日以上～５ヶ月未満 
４ヶ月以上	 	 	 ～４ヶ月 15日未満 
３ヶ月 15日以上～４ヶ月未満 
３ヶ月以上	 	 	 ～３ヶ月 15日未満 
２ヶ月 15日以上～３ヶ月未満 
２ヶ月以上	 	 	 ～２ヶ月 15日未満 
１ヶ月 15日以上～２ヶ月未満 
１ヶ月	 	 	 	 ～１ヶ月 15日未満 
15日以上	 	 	 ～１ヶ月未満 
15日未満 
０ 
 

 
１００％ 
９５％ 
９０％ 
８０％ 
７０％ 
６０％ 
５０％ 
４０％ 
３０％ 
２０％ 
１５％ 
１０％ 
	 ５％ 
０％ 

 
勤務期間中に次の期間がある時は除算する。 

	 	 イ．公務上の障害による休職以外の休職期間 
	 	 ロ．第 19条により給与を減額された期間 
	 	 ハ．傷病により欠勤した期間（傷病が公務による場合を除く）  
 
 



名	 称	 資格手当 
根	 拠	 第 15条 
支給の始期	 月の途中で申請のあった場合は、その日の属する月の翌月 

国	 家	 資	 格 その他の資格 
・介護福祉士 
・社会福祉士 
・精神保健福祉士 
・看護師 
・准看護師 
・管理栄養士 

・介護支援専門員 
・サービス管理責任者 
・相談支援専門員 
・職場適応援助者 
・就労支援関係研修終了 
（厚生労働省告示第１７８号

第１号研修） 
・介護職員初任者研修終了 
・強度行動障害支援者養成	 

研修 
・SST認定講師 
 

・中型運転免許 
・大型特殊免許 
・保育士 
・幼稚園教諭 
・調理師試験 
・製菓衛生師 
・社会福祉会計簿記認定試験 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別表３ 
経	 験	 年	 数	 換	 算	 表 

 
経	 験	 の	 種	 類 職員の職務との関係 換	 算	 率 

職員の職務と類似した職務に従事した期間

及び特殊な技術、経験を必要とする職務に

従事した期間で、その職務の経験が、職員

として職務に役立つと認められる期間 

直接関係があると認めら

れるもの 
 
その他のもの 

１０割以下 
 
 

８割以下 
技能、労働等の職務に従事した期間でその

職務の経験が職員としての職務に役立つと

認められる期間 

直接関係があると認めら

れるもの 
 
その他のもの 

１０割以下 
 
 

８割以下 

 
上記以外の期間 
 

  
２．５割 

 
他の職員との均衡を著しく失する場合は、調整することができる 

 
 
経験年数換算後の調整 
（１）上記の経験対象月数	 ８４月（７年）までの場合 
	 	 （経験対象月数）×４／５＝（月数）÷１２＝○年○月 
	 	 	 １年を１号とし端数月に相当する期間を短縮する 
 
（２）経験対象月数	 ８４月（７年）を超えた場合 
	 	 	 （経験対象月数）×２／３＝（月数）÷１２＝○年○月 
	 	 	 １年を１号とし端数月に相当する期間を短縮する 
 
（３）前期（１）、（２）を加え、１に満たない端数を生じた時その期間を短縮する。 
	 	 	 ただし、その数が３，６，９を超えた時は、その直近下位の３，６，９の何れかの

月数とする。 
 



別表４ 
級別標準職務昇格基準表 

 
区	 分 職務の級 標	 準	 職	 務 昇	 格	 基	 準 

 

職	 
	 
	 

員	 
	 
	 

給	 
	 
	 

料	 
	 
	 

表 

 
 

１級 

 
指導員の職 
支援員の職 
専門職員の職 

 
１級 12号級 12ヶ月経過 
在級 6 年以上で且つ法人が昇格
相当と認めたとき 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 2級へ 
 

 
 

２級 

 
指導員の職 
支援員の職 
専門職員の職 
相談員の職 
サービス管理責任者の職 
 

 
2級 9号級 12ヶ月経過 
在級 6 年以上で且つ法人が昇格
相当と認めたとき 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 3級へ 

 
 

３級 

 
指導員の職 
支援員の職 
専門職員の職 
相談員の職 
サービス管理責任者の職 
副管理者の職 
管理者の職 
 

 
3級 14号級 12ヶ月経過 
在級 6 年以上で且つ法人が昇格
相当と認めたとき 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ４級へ 
 

 
 

４級 
 

 
副管理者の職 
管理者の職 
統括管理者の職 
 

 
4級 14号級 12ヶ月経過 
在級 5 年以上で且つ法人が昇格
相当と認めたとき 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ５級へ 
 

 
５級 

 

 
統括管理者の職 
理事長の認めた職 
 

 

 
 
 
 
 



別表５ 
職員の退職手当支給規則 

 
（目	 的） 
第 1条	 この規則は給与規程第 16条に基づき、職員の退職手当の支給に関し、必要な

事項を定めることを目的とする。 
 
 
（制度の運用） 
第 2条	 掛け金及び手当ての支給を受けるための諸規定は、社会福祉施設職員退職手当

共済法及び新潟県民間社会福祉職員退職積立基金規程による職員退職手当を退

職時に支給する。細部は社会福祉医療事業団、及び社会福祉法人新潟県社会福祉

協議会と上越つくしの里医療福祉協会との退職手当共済契約約款による。 


